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法令の名称・関連条項 金融商品取引法　第87条の2、第87条の2の2

想定される代替案

（遵守費用）

（行政費用）

（その他の社会的費用）

規制の便益

費用の要素

金融商品類似市場の開設を解禁することによる我が国取引所の競争力の強化は、本案、代替案のいずれにおいても達成できるものと考える。
しかしながら、代替案による場合、金融商品市場の健全かつ適切な運営を阻害するおそれという大きな社会的費用が伴うことから、本案による改正が
適当である。

内閣総理大臣への届出に伴う費用が発生する。

金融商品類似市場を開設しようとする金融商品取引所に対する内閣総理大
臣への届出に係る受付業務に伴う費用が発生する。

金融商品類似市場の開設により、取引所金融商品市場の業務の遂行に影響
がないことを事前に確認することができないため、当該業務に支障が生
じ、結果として利用者の利益が害されるおそれがある。

代替案の場合

内閣総理大臣の認可の申請に伴う費用が発生する。

金融商品類似市場を開設しようとする金融商品取引所に対する内閣総理大
臣の認可に係る受付及び審査業務に伴う費用が発生する。
取引所金融商品市場の業務遂行を妨げていないか否かについて、検査、監
督する費用が発生する。

特になし。

規制の事前評価書（要旨）

規制の費用

規制の目的、内容及び必要性等

評価実施時期

政策の名称

代替案の場合

便益の要素

備考

レビューを行う時期又は条件

有識者の見解その他関連事項

政策評価の結果
（費用と便益の関係の分析等）

【内容】
　現行の金融商品取引法において、金融商品取引所の業務範囲は、取引所金融商品取引市場の開設及びこれに附帯する業務に制限されている。
　今回、金融商品取引法を改正し、金融商品取引所は、認可を受けた場合には、本業の遂行を妨げない限度において、排出権に係る取引その他の金融
商品の取引に類似する取引を行う市場の開設及びこれに附帯する業務を行うことができることとする。

【目的及び必要性】
　諸外国では、排出量等について、取引所における取引が開始されている状況にあり、今後、我が国においても、排出量取引等の金融取引に類した性
質を持つ取引が活発化することが考えられる。よって、我が国取引所の競争力を強化するとともに、利用者の利便向上を図る観点から、公益又は投資
者保護上問題のない枠組みで、金融商品取引所による金融商品類似市場の開設を解禁することが必要である。

金融商品取引所は、届出を行った場合には、排出権に係る取引その他の金融商品の取引に類似する取引を行う市場の開設及びこれに附帯する業務を行
うことができることとする。

金融商品取引所が金融商品及び金融商品に類似した権利等について幅広く
取り扱うことが可能となり、我が国取引所の競争力強化及び利用者利便の
向上に資すると考える。

金融商品類似市場の開設について認可制とすることで、金融商品市場の健
全かつ適切な運営に支障が生じることを事前に防止する効果が期待され
る。

（本案と同様）

金融審議会金融分科会第一部会報告「我が国金融・資本市場の競争力強化に向けて」（平成19年12月18日公表）では、以下のとおり提言頂いた。
「（排出量取引等、金融取引に類似した性質を持つ取引についても）例えば、公益又は投資者保護上、金融商品取引所グループにおいて取引の場を設
けることに問題のない枠組みであれば、関連業務として認めていくことが考えられる。」

金融商品取引法等の一部を改正する法律の施行後5年を経過した場合において、この法律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要
な措置を講ずるものとする。平成25年度に事後検証を実施。


